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「三田学会雑誌」90巻 1号 （1997年 4 月）

混 雑 現 象 と 競 争 均 衡 *

中 村 慎 助

1. 序

本論文は，混雑現象が存在するような公共財を含む経済に於いて，市場機構を用いてパレート最 

適性を実現することの可能性を論じている。

従来，混雑のない，いわゆる「純粋公共財」のみの経済に於いては「リンダール均衡」の概念を 

用いて，数学的に厳密な形で，完全競争市場均衡に関する分析が行われてきた。しかしながら，混 

雑現象が重要な役割を果たす経済における同様な分析は，残念ながらあまり行われていない。とこ 

ろが，現代の社会に於いては，混雑現象によって生じる経済問題が非常に重要となってきている。 

経済学にとっては古典的ではあるが，高速道路に代表されるような公共施設の混雑に関する諸問題 

は，現在さらに深刻となってきている。比較的新しい問題としても，インターネットのような情報 

のネットワークに関する混雑現象は，ネットワークの普及およびマルチメディア化に伴って，現在， 

重要な議論の対象となっている。

本論文の目的は，純粋公共財におけるリンダール均衡の概念を拡張することによって，このよう 

な混雑現象の生じる経済に於ける新しい市場機構の概念を提案し，その均衡の存在ならびにパレー 

ト最適性を論理的に厳密な形で保証することにある。数学的には，消費者の集合がノン•アトミッ 

クないわゆる「大きな経済」を仮定し，測度がゼロの各消費者の個人的な公共財の利用が，社会全 

体の混雑の程度に影響を与えないものとして，分析を行っている。すなわち，各消費者は，当該公 

共財の利用の度合いを現在の混雑のレベルとは独立に決定できるものとしているのである。消費者 

は，市場によって決定される価格体系，ならびに租税体系を所与として，自分にとって最も望まし 

い私的財の消費レベル，公共財の建設レベル（総供給量)，本人の公共財の利用の度合い，および

* 本稿は1996年 9 月京都大学数理解析研究所に於いて開催された数理解析セミナ一における報告によ 

っている。参加された方々から大変有益なコメントを頂いた。更に、本誌匿名のレフェリーからの建 

設的なコメントに感謝する。
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受け入れることのできる混雑のレベルを決定することとする。その結果，完全競争市場における価 

格調整によって，ハ。レート最適性が実現できるのである。

具体的にここで用いられている価格システムは，すべての個人間で共通な通常の価格と， リンダ 

一 ル型の個人によって異なる価格体系を合成することによって得られる。純粋公共財のみの経済に 

おけるリンダール均衡のように，それぞれの消費者は公共財を建設する費用を負担するために個人 

化されたリンダール税を負担することになる。良く知られているように，この値は，典型的な数値 

例の場合には，各消費者の効用関数の公共財に関する限界代替率に等しいものである。生産者は， 

そのリンダール税の合計を所与の価格として公共財を売ることにより利潤を得るものとし，完全競 

争市場に於いて通常の利潤最大化行動をとるものとする。ただし，通常のアロー • ドプリュ一型の 

経済と同様に，私有財産制の経済を想定し，この生産者の利潤は，最終的には，各消費者に分配さ 

れるものとする。このような制度によって，公共財の総供給量が決定されるのである。

さらに，公共財の利用料としての税^^は，すべての個人にとって共通とし，税額は利用量に比例 

するものとする。従って，混雑現象が存在する経済に於いてパレート最適性を実現するために，本 

論文では，混雑のレベルを一種の外部不経済として取り扱っているのである。各々の消費者は，そ 

の混雑状態を受容することによって，個人によって異なった額の補助金を受け取ることとなる。従 

って，各消費者は自分の混雑に関する負効用および，補助金額を計算することによって，自分にと 

って最も望ましい混雑のレベルを受け入れることになるのである。この補助金は，各個人が公共財 

を利用するために支払った税金によって負担されるものとする。すなわち，混雑に関する補助金は 

すべて利用料によってまかなわれ，建設のためのリンダール税は用いないこととするのである。

この公共財に関する建設と利用の予算の独立性が，いわゆる「ワルラスの法則」を保証し，競争 

市場均衡の存在とパレート最適性を保証するのである。この論文は，このような前提の下に，いわ 

ば公共財の建設および利用に関する新しい租税制度の提案を行っているのである。

もちろん，ここで提案されている市場機構は，従来純粋公共財だけの経済において論じられてき 

たリンダール均衡の一般化であり，その機構が内在するいわゆる「フリー . ライダー」の問題を持 

っている。すなわち，この市場においては，合理的な消費者は虚偽の需要行動をとることにより， 

資源配分をゆがめてしまうインセンティヴを持つことになる。残念ながら，この問題はいわば市場 

機構の持つ限界であり，本稿であつかうような，市場機構を用いた最適性実現の可能性を越えた問 

題であるのかもしれない。市場機構を用いずに，むしろそれを代替する形での新しい社会制度の設 

計に関する議論は，分権理論 （Decentralization T h e o r y )あるいは誘因両立性の理論（Incentive 
Compatibility T h e o r y )と呼ばれている。たとえば，N a k a m u ra  (1992) は本稿よりずっと単純なモ 

デルに於てではあるが，一般的な外部性が存在する経済における制度設計の問題を取り扱っている。

競争均衡の存在証明に関しては，従来から非常に多く研究がなされている。公共財の存在しない 

ワルラス型の経済に於いては，たとえば，D ebreu (1969), S hafer and Sonnenshein (1975),
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K han and  V ohra  (1 9 8 4)等を含む多くの業績があげられている。特に，K han and  V ohra  (1984)
は消費者の集合が測度空間である場合を取り扱っており，本稿と直接的に関係している。

純粋公共財を含んだ経済に於いてはFoley (1970)や M illeron (1972) が有限人数の経済におけ 

るリンダ一ル均衡の存在証明を行っている。R oberts  (1 9 7 3 )は，公共財経済に於いて，初めて無 

限人の消費者を含む一般の測度空間を消費者の集合としてリンダ一ル均衡の存在証明を与えた。彼 

は，問題を有限次元に換えることによって，証明に成功したのである。最近ではE m m ons (1984) 
が超準解析の手法を用いて証明を行った。K han and  V ohra (1 9 8 5 )は，より直接的に無限次元に 

おける不動点定理を用いることによって，均衡の存在を証明した。本稿の証明は，K han and 
V ohra (1 9 8 5 )の証明を混雑現象を含んだ公共財経済に拡張したものである。

一方，厚生経済学の第一基本定理の証明は通常の背理法を用いることとする。

第二節において，フォーマルなモデルの説明と結論を述べ，第 3 節および第4 節に於いて数学的 

な証明を与えることとする。本稿で使う数学的な手法は，たとえばA lip ran tis  and  B order (1994)， 
D unford and S h w artz  (1954)，E dw ards (1 9 6 5)等によっている。

2 . モ デ ル

m 種類の私的財z と， / 種類の公共財y が存在するような経済を考えよう。公共財は，社会全 

体の集計された生産可能性集合じこ況7… を用いて生産されることとする。更に，消費者の集合を 

通常のルベーグ測度を持つ単位区間ア= [ 0 ，1 ]であるとする。各消費者 t e T は彼の私的財の消費 

レベルエ（0 や公共財の総供給量y だけでなく，公共財の彼の利用量である1/(0 (2 /(0  く?/)および 

j  y (s)ふで表される混雑のレベルについて関心を持つこととする。従って，消費者纟の持つ選好 

関係 > t は彼の消費可能集合F ⑴三X ⑴ x  F x  Y x  F O T x C 把)3上で定義されることとなる。 

彼の典型的な消費量は消費可能集合の代表元

V{t)  =  ( v z ( t ) { t ) ,  v y { t ) { t ) ,  V f y { t ) , v y( i ) { t ) )  =  {x{t),  y{t),  fTy{s)ds, y)

を用いて表すこととする。よって，ズ⑴は私的財に関する消費可能集合と解釈できるし，公共財 

に関する消費可能集合F は，個人間で共通であると仮定していることとなる。更に，消費者，は 

私的財の初期保有量e i t ) e X ( t ) および，公共財を生産する企業についての利潤分配率外0 を持 

つ。ここで没はT から9 U への可積分な関数で，f Td(s)ds = l である。

ここで，次のような仮定を置くこととする：
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仮定 1 . G は凸，コンパクトかつ，原点を含む。

仮定 2 . 全ての消費者，e T に関して， F ⑴ ⑴ x  F x  F x  F c 肥 x(9U )3 は，閉，凸，かつ 

原点を含む。

仮定 3 . 1 ( 0 は可測な写像である。

仮定 4 . 選好関係> t は非反射的，凸，連続で，私的財の消費量尤⑴，公共財の利用レベル2/(0 
および公共財の総供給量y に関して強く増加的であり，また，混雑のレベル ( ? / ( s ) d sに閨しては， 

強く減少的である。

仮定 5 . >  f は可測な写像である。

仮定 6 . e ( * )は可積分で，ほとんど全ての， に対してe (O 》0 である。

次に，この経済における競争均衡を定義しよう。

( 2 )
定 義 1 • 一般化されたリンダール均衡とは下記 の条件 を 満 た す よ う な （凡の r ) e  A m+2卜1， 

j q{s)ds = q および / r (s)ds  = r  となる《（•)，r ( . )  e  C i(T , ならびに (x( t) ,  y{t),  z, y) ( t ^  

T ) のことである：

( 1 ) (個人実現可能性） ほとんど全てのt e T に対して（x ( t )，y(t) ,  j"Ty(s )ds，y ) e  V( t )

か つ （2 , y)  G  G 0

( 2 ) (利潤最大化） （之，y) e  a rg m a x (p，r ) G ，即ち，

{p, r)(z,  y)  ^  (p, r )g  fo r all g e  G。

( 3 ) (予算制約式）

px( t )  + q y ( t ) _ q ( t )  j"Ty(s)ds + r ( t ) y S p e ( t )  + d [ t ) m a x ip，r )G

かつ

y ( t ) < y 0

(1)

( 1 ) 生産可能性集合に関するコンパクト性は単に，単純化のための仮定である。この仮定は，例えば， 

漸近錐を用いるような，標準的な手法によって弱めることができる。詳しくは，Debreu (1969)を参 

照のこと。

(2 )  Am+2i_1s { 5 e 9 im+2;： 'Zsi = l s；>0}
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( 4 ) (選好極大化） 全ての r e  F ⑴に関して，

v ( t )  > t ( x ⑴ ，y { t ) , j  y(s)ds,  y)

ならば

(p,Q, —qU), r{ t ) )v  >  pe{t ) + 6{t)  max(jt?, r ) G  あるいは VyW < vy。

( fT，( s ) ^ f Te(s)ds + ,0

一般化されたリンダール均衡に対応する配分のことを一般化されたグン ダ ー ル 均衡配分と呼ぶ 

こととする。

この定義に於いては，それぞれの消費者は，各自にとって最適な私的財の消費量，彼自身にとっ 

て最適な公共財の利用レベル，許容できる混雑のレベル，ならびに，最適な公共財の総供給量を市 

場に対して報告することとなる。市場機構は，各自の報告した混雑のレベルと公共財の総量が等し 

くなるように，調節を行うこととなる。それ故，この二つについては，「個人化された」価格シス 

ァムを用いるのである。

リンダール税r ( 0 は公共財を作る費用負担として，生産者に支払われる。そのため，f Tr ( s 、ds 

が成立するのである。一方，方程式 f  G(s)ds = g は，それぞれの消費者纟が許容する混雑レ 

ベルに関する補助金<7(0が，各人の公共財の利用税q によってまかなわれることを意味している。 

下記では，この経済における弱パレート最適性を定義している。

定義 2 . 配 分 y{t),  z, y) ( t  G  T ) が実現可能であるとは：

( 1 ) ほとんど全てのt G  T に対して（エ⑴，y⑴ ，ゾy ( s ) d s , y ) ^  F ⑴ か つ U ダ）e G
( 2 ) ほとんど全ての，e  T に対して

(3) J  x ( s ) d s ~  (re(s)ds + z  

を満足することである。

定典 3 . 実 現 可 能 な 配 分 T ) は，ほとんど全てのf e  T について，同時に強 

く選好される実現可能な配分が存在しないときに，弱ノ、。レ一ト最適であると呼ばれる。

本稿の主要な結果は下記のように表される。

定理 1 . 仮定〗 一 6 の下で，一般化されたリンダール均衡が存在する。

定理 2 . 拡張されたリンダール均衡配分は必ず弱い意味でパレート効率的となる。

定理 2 においては，仮定の1 から 6 までが全て不必要であることに注意する。実際の定理1 およ
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び定理2 の証明は，以下の節においてなされている。

3 . 定理 1 の証明

生産可能性集合を以下のように拡張する：

Lr = \vf = (x f ,  yf , y 0f, U/)： {xf , y f ) e  G, y / ^ y 0f, y 0f  <  y f , yof e  Y } 0

任意の自然数んに対して，下記のような制限された消費可能性集合，ならびにリンダ一ル負担率 

の集合を定義する：

V k( t ) = V ( t )  H k [(e ( t ) ,0,0 ,0) +  (2 , . . . ,2 )  +  ^ +31]

=  : tP—1, 0 ^ p ( t ) < 2 k a.e. in T \ 0

さらに，（①つ，とは®Aの / 回の直積とする。

全 て の T,  q, r)  e  A ^ 2' - 1およびび， に対して，

w{t,  0 ) = / ^ / )  +  <9(/).m ax{(p，r )G)

B k{ t ,小，び，幻=

{v⑴  e  F ん⑴: (p, q, ~ a { t ) q ,  8 { t ) r )v { t )  < w( t ,  if), vy(n(t) < Vy(t)}

E k(t,  0，a, 8) = {v(t)  e  B k(t,  4>, o, 8 ):
v r e  V k(t), v ry(t) < v 'y, v r > t v{t)  (p, q, - o { t ) q ,  8 { t ) r ) v r >  w(t ,  0)}

F ( 0 )  =  argm ax{(p , q, 一q, r)G}

Z ニ£  V k( t ) d t - G - ( f Te( t )d t ,  0, 0,  o)

と定義しよう。

次に，下記の多価写像を定義する：

a, <5) =  { v e C i ( T ,  V k)\ v{t )  e  E k{t, <f>, a, 5) a.e. in T)

M , び，S, v) = (^jTvX(t)(s)ds, J TVy(t){s)ds, J to{s )v j y{s)ds, j T8 {s)vy{ s ) d s Sj

一/7(0) — (乂e，0, 0, 0)

(但しここで，べクトルの乗算は座標ごとに行うものとする。） 

y{n) = {<l) = {p, q, r)  e  A m+2卜1:
(p, Q, ~Q, r ) n  之(p \  q \  - q \  r ’）n q' , ，r ’）e  一1}
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<f!. =  a rg m in {上(7(s)vん( s ) : Gi £  '3)fc|  ( ’ =  1，•••，’）

^ i=argmin^J^d(s)vyi(s) : di e  2)*| (? '= 1 ,. . . , l)Q

すると，

^ ： A ^ 21- 1 X (2)fc) ' X (2)fc) ^  T,  V k)

I3：̂ m+2l- l x { ^ k) l x{ % k) l x  2 i ( T ,  V k) ^  Z  

7 ：Z ^  A m+2,- A 
<e：S i ( r ,  v h) - ^  {%ky  

^ ：C i ( r ,  f ” 一» C W
である。

最後に，A 7̂ 2卜1x (® fc) ; x ( $ 7 x  y り x  z からそれ自身への多価写像“を

a = ^ X ^ X 7 X $ X \ / r

として定義する。

ステップ1 . 多価写像《は不動点を持つ：即ち，

O '  ak, irk, v k, nk) = {{pk, q k, r k), ok, irk, v k, ( レ ⑴ H (  ( e ⑴ 成  0, 0, 0)))
E  a d  び*，T]rk, v k, n fc)

但し，

v k =  ( x k(t), y k{t), yo{t), y k{t))  G E k(t, 4>, a, 8) c  V k(t)

および

V f ^ { x kf , y kf , y kof, yT) e  F(4>) c  G

とする。

証明. a は非空，凸，かつ弱コンパクトな集合からそれ自身への非空，凸，閉値な優半連続な多価 

写像であるから， F a n -G lic k sb e rgの不動点定理を用いることにより，不動点が存在する。

Q.E.D.

ステップ2 .

J x k{ t)dt  <  X/ + j ^ e{ t ) d t  

j y k( t )d t  < JTak{t)yo{t)dt
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j 8k{t)yk{t)dt < ykf
証明. この主張は，ワルラスの法則に因る，即ち，予算制約式を積分することにより：

( p \  Qk, ~ a k{ t ) qk, 8k{ t ) r k) v k{t) = w { t ,が ) = p ke( t )  — d{t)[pkx 》+ r ky 

を得，さらに，全ての（/ / ，ゲ，r O e z ^ + w - 1に対して，

(グ，Qk, ~Qk, r k)[{ j TXk{t)dt , JTy k{t)dt, 汄 t )dt，j"Tdk( t )gk(t)dt

~{xf, yf, yof , y f ) - { j Te{t)dt, 0, 0, 0)]

> (p\ Q', - q\  r r)[{ j TXk{t)dt , JTy k{t)dt, j TOk{t)y^{t)dt, j T8k{ t ) yk{t)dt

- {x / ,  y/, yof , y f ) - { j Te{t)dt, 0, 0, 0)]

となる性質，ならびに

y f = y 0/ k

を用いることにより，この主張は証明される。

Q.E.D.

ステップ3 . すべての / 夺&に対して

y M  >  J a k(s)yo(s)ds

y k( t ) <  h k{s)yk{s)ds 

で /Ks1*) <  となるS'*が存在する。

証明. 主張に反して，例えば，ある / について，

y K t )  > J 8 i ( s ) y i ( s ) d s  fo r all t ^  W

となるW でス（W )  >  となるものが存在したとする。

8,を

胡 イ 刺 ；!；；".

となるように選ぶ。すると，全ての，e w に対して，

Vi{t) > J Tdi{s)yi{s)ds  >  J  d i ( s ) y i ( s ) d s =，(レ)ノ y^(s)ds

となり，これは矛盾である。
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Q.E.D.

ステップ4 . 適当な部分列をとることにより，

が — (f>* 

v卜

J  ok{X)dt ~ > u = ( l , . . . , l)

JTirk{t )dt  u

j TX k{ t ) d t  一  Xu

j Ty k{t )dt  — y u 

j Tak{ t ) y o ^  you 

j T8k{ t ) y k{t)dt  —> y u 

となる(f>*, v*, Xu, Vu, you, y u か存在する。

証明. これは上記点列が有界であることから，明らか。

ステップ5 .

リ, ⑴成ノノ*⑴沿づ？⑴ 成yV⑴ 成 f  o*( t )伽dt, f  d*( t )g

Q.E.D.

Xu, Uu, you, y u)< (u, u,

となる

(ゲ⑴，*⑴ ，x*{t),  y*{t), a*{t)y^{t) ,  d*{t)y*{t))

e  Ls{ak{t), f k(t), x k{t), y k(t), ok{t)yo{t), 8k{ t ) y k{t))

が存在する。

証明. この事実はF a to u の補題 （Hildenbrand (1974 page 69, Lemma 3 ) を参照のこと。）の直接の帰 

結である。

Q.E.D.

ステップ6 . ほ と ん ど 全 て の T に対して，

67



y * ( t ) < y u

である。

証明. 主張が成立しないと仮定する。すると，ある n こついて，

y f { t )  > y Ui f o r  a l l  t ^  S  

となるS で /1 ( S )  > 0 となるものが存在する。 e を 0 く とする。すると十分大きな丨につい

て ( 1 )  く ^ K s ) となる。

ステップ3 により，すべてのんに対して

y K t )  く j 5 i { s ) y i { s ) d s  V t  ^  Sk

となるS ' *で /KlS*)  >  (~^r)となるものが存在する。さらに，

/^(5) >2e^(S) > 2 - ^ -  > メ( U k^/^Sk)

であるから，/ K S \ U ねん- & ) > 0 かつ，ほとんど全ての，e S \ U ねん- S fcに対して，

y K t )  ^  lTd i ( s ) y i ( s ) d s — ̂ y Ui

となる。従って，

y  ^  L s { y t { t ) ) ならば y < y Ui

となり，これは矛盾である。

Q.E.D.

ステップ7 . ほとんど全ての，G  T に対して，

y * ( t ) — lTy*(s)ds 之 y ou- y u = Q

である。

証明. 最初の不等式が正しくないと仮定する。すると / とメ( S ) > 0 であるようなS が存在して，

y*i{t) — J  y f { s ) d s < y 0ui — yui f o r  a l l  t ^ S

となる。e を 0 く e < + とする。すると十分大きな丨について（j r )  く e / H S ) となる。

ステップ3 により，すべての左に対して

Voi{t) > J  Oi{s)yoi{s)ds N t 味 Sic

となるs * で / K s * )  く ( ^ f ) ) となるものが存在する。
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さらに，

ス(S') > 2 d ( S )  ^  ス⑴ん j S a )
であるから，バ( 5 \ リねふ- 5 0 > 0 および，ほとんど全ての，£ S \ U ねん_Sたに対して，

yoi (t )~ J ^ i ( s ) d s  ^  ぬ (s)ds — J ^ ( s ) d s  — Voui — Vui

である。従って

z  e  Ls(  yoi(t)) — \im J  yi{s)ds  ならば y  >  youi — ym

となり，これは矛盾である。

2 番目の等号を証明するために，選好の強い単調性の仮定から，全ての価格が極限に於いても正 

であることに注意する。従って，十分大きなんについて，ステップ2 の主張は等号で成立する。 

それ故，ステップ4 により， = ぬである。

Q.E.D.

ステップ8 .

J  x * ( t )d t  = X U 

J  y*{t)dt =  yu

y *(t )  = J  y*(s)ds for a lm ost all t ^  T  

y *{ t)  = y u fo r a lm ost all t ^  T

証明. 極限をとる前と後に於いて，予算制約式を積分することによって，

( P *，Q*,  - Q * ,  r * )(  fTX * ( t ) d t - X u ,  J  y * { t ) d t - y u,

J To ( t ) y o { t ) d t - y 0u, J  d { t ) y ( t ) d t - y u)

=  {p*,  Q*,  r * ) { j TX* {t)dt  — x u, j Ty * { t ) d t -  j To(t)yo{t)dt,  j T8{ t ) y { t) d t-  y u)

= 0
を得ることができる。

単調性の仮定から，全ての価格は正であるから，ステップ5 および7 の不等式から，

- x u



= レ ( t 、y 艺( t 、dt 

j T8{ t ) y{ t )  =  y u

を得る。

従ってステップ6 および 7 より

y*{t ) =  y u fo r alm ost all t ^  T

y i ( t 、= J y  * (s)ds  fo r a lm ost all t ^ T .

となるのである。

Q.E.D.

ステップ9 .

j TX*{t)dt  = x*-\- j ^ e { t )d t

証明. ステップ2 および，強く単調な選好_ 係の下でのワルラスの法則の直接の帰結である。

Q.E.D.
上記議論から，利潤最大化および，選好の極大化の条件の証明は明らかであろう。

Q.E.D.

4 . 定理 2 の証明

証明は背理法による。定理 2 の主張に反して，一般化されたリンダール均衡配分u * u ) ，y * (o , 
z*, y*) f e  T が弱パレート最適でないとする。すると，実現可能な別の配分（エ( 0 ,  yひ)，もy) 

T で，ほとんど全てのt G  T に強く選好されるものが存在する。

従って，選好の極大化から，ほとんど全ての丨e r に対して

px{t)  + q y ( t ) - q { t )  (s)ds + r ( t ) y  > pe(t )  + 0(t)  m ax (p , r )G

^  pe(t )  + 6(t)(p,  r)(z,  y)

となる。

この不等式を積分することにより，

p{ j x ( s ) d s — I e(s)<is —2 ) > 0

を得ることができる。
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ところが配分C r(0 , y(t) ,  z , y ) t ^ T は実現可能であるから，

f Tx ( s ) d s ~ f Te ( s ) d s ~ z = 0

となり，これは矛盾である。

Q.E.D.

(経済学部教授）
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